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1.  21年3月期の連結業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 18,516 △2.5 913 △23.1 852 △24.4 △615 ―
20年3月期 18,995 6.9 1,187 2.3 1,127 △0.5 522 86.6

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率

営業収益営業利益
率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年3月期 △82.46 ― △6.2 3.8 4.9
20年3月期 70.05 ― 5.2 5.0 6.3

（参考） 持分法投資損益 21年3月期  ―百万円 20年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 22,022 9,578 42.9 1,267.36
20年3月期 23,404 10,477 44.0 1,378.64

（参考） 自己資本   21年3月期  9,456百万円 20年3月期  10,286百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

21年3月期 1,035 △837 △26 941
20年3月期 1,825 △2,489 568 802

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年3月期 ― 8.00 ― 8.00 16.00 119 22.8 1.2
21年3月期 ― 8.00 ― 8.00 16.00 119 ― 1.2
22年3月期 

（予想）
― 8.00 ― 8.00 16.00 29.8

3.  22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

9,000 △7.8 320 △34.1 260 △41.9 140 △15.2 18.76

通期 19,200 3.7 870 △4.7 740 △13.2 400 ― 53.61



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）詳細は、18ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、31ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期 7,546,000株 20年3月期 7,546,000株
② 期末自己株式数 21年3月期  84,764株 20年3月期  84,595株

（参考）個別業績の概要 

1.  21年3月期の個別業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 14,835 △6.9 753 △26.0 692 △27.3 △689 ―
20年3月期 15,935 2.2 1,017 △1.5 952 △3.6 435 109.2

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

21年3月期 △92.41 ―
20年3月期 58.40 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 20,438 9,073 44.4 1,216.09
20年3月期 21,867 9,962 45.6 1,335.16

（参考） 自己資本 21年3月期  9,073百万円 20年3月期  9,962百万円

2.  22年3月期の個別業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実
際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等については、
３ページ「１．経営成績（１）経営成績の分析」をご覧ください。 

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

7,400 △6.0 260 △37.1 210 △44.4 110 △17.0 14.74

通期 16,100 8.5 740 △1.8 640 △7.5 340 ― 45.57



(1）経営成績に関する分析 

 ①当連結会計年度の概況 

当連結会計年度におけるわが国経済は、米国の金融危機を端緒とする世界経済の混乱、これに伴う急激な円高、株

安の進行、自動車産業を中心とする需要の減退により、特に秋口以降、企業収益、個人消費は低迷の度合いを強め、

景気は一層の後退を余儀なくされました。 

当物流業界においては、貨物輸送量が設備投資の停滞、個人消費の冷え込みによりほぼ全品目にわたって落ち込ん

だことに加え、燃料価格の高止まり、運賃水準の低迷等、事業環境は極めて厳しいものがありました。 

このような中、当社グループは、化学品、家電、家具等の主力貨物の減少を比較的安定していた食品、流通関係の

貨物で補完するなど営業活動を展開してまいりましたが、全般的に営業収益（売上高）は伸び悩み、コストの増加に

よる収益性の悪化等、期を通じて苦戦を強いられました。 

この結果、当連結会計年度の営業収益は185億16百万円（前期比2.5％減）を計上いたしました。利益面におきまし

ては、減収に加え、人件費、地代家賃、賃借料等の経費が増嵩したため、営業利益は９億13百万円（前期比23.1％

減）、経常利益は８億52百万円（前期比24.4％減）となりました。また、減損損失10億59百万円など特別損失の発生

により、当期純損失６億15百万円（前期は当期純利益５億22百万円）を計上することとなりました。 

部門別の営業収益の状況は次のとおりであります。 

物流事業の営業収益は183億５百万円（前期比2.3％減）となりました、その内訳は、輸送部門が122億73百万円

（前期比2.1％減）、倉庫部門は荷役料収入が低下した結果、60億31百万円（前期比2.8％減）となりました。 

 不動産事業は、分譲地販売（静岡県袋井市）が低迷し、２億11百万円（前期比17.2％減）となりました。 

  

 ②次期の見通し 

当連結会計年度後半より顕著になった貨物輸送量の減少基調は当面継続するとの予測のもと、引き続き、３ＰＬ

（サード・パーティ・ロジスティクス）など提案営業に注力し、新規業務の獲得に努めてまいります。 

営業収益面では、生活協同組合連合会ユーコープ事業連合様などとの新規業務の拡大が見込まれることから微増収

を予想しております。一方、利益面は、既存業務の収支が依然厳しいこと、新規業務の立上費用が先行することなど

から、営業利益及び経常利益は減益を予想しております。当期純利益は、当連結会計年度に発生した多額の特別損失

がなくなるため黒字化することを見込んでおります。 

  

 以上により、現時点における次期の連結業績の見通しは以下のとおりであります。 

      営業収益   19,200百万円（前期比  3.7％増） 

      営業利益     870百万円（前期比  4.7％減） 

      経常利益     740百万円（前期比 13.2％減）    

      当期純利益    400百万円（前期比  －  ）  

  

(2）財政状態に関する分析 

 ①資産、負債及び純資産の状況 

 当連結会計年度末の資産の部合計は、前連結会計年度末に比べ13億81百万円減少の220億22百万円となりました。

主な要因は、受取手形及び売掛金の減少及び固定資産の減損損失計上による減少等によるものです。 

 負債の部合計は、前連結会計年度末に比べ４億82百万円減少の124億43百万円となりました。主な要因は、短期借

入金が増加したものの、支払手形及び営業未払金の減少、未払法人税等の減少及び長期借入金の減少等によるもので

す。 

 純資産の部は、前連結会計年度末に比べ８億99百万円減少の95億78百万円となりました。主な要因は、連結当期純

損失の計上等によるものです。 

１．経営成績



 ②連結キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は９億41百万円（前期比17.3％増）と

なり、前連結会計年度末より１億38百万円増加しました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとお

りであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は10億35百万円（前年同期比43.3％減）となりました。これは主に税金等調整前当

期純損失３億38百万円、仕入債務の減少額５億円及び法人税等の支払額５億58百万円による減少と、減価償却費６

億３百万円、減損損失10億59百万円及び売上債権の減少額４億88百万円による増加があったことなどによるもので

す。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果支出した資金は８億37百万円（前年同期比66.4％減）となりました。これは主に有形固定資産の

取得による支出６億31百万円等によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果支出した資金は26百万円（前年同期は５億68百万円の獲得）となりました。これは主に短期借入

金の純増加額５億95百万円及び長期借入による収入９億50百万円による増加と長期借入金の返済支出14億40百万円

及び配当金の支払額１億19百万円による減少があったことなどによるものです。 

 当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注）１．いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

    ２．株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。 

    ３．キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを利用しております。 

    ４．有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としており

     ます。 

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、株主の皆様に対する利益還元を常に念頭に置き、業績の推移、経営環境、配当性向等を総合的に勘案しつ

つ、安定した配当を継続することを基本方針としております。本方針に基づき、剰余金の配当等を機動的に決定する

ことができるよう、法令に別段の定めのある場合を除き、取締役会の決議により行うことを定めております。 

 内部留保金につきましては、現在及び将来に亘る設備投資や経営基盤強化のために有効に活用すべく、その充実を

図っていく方針です。 

 当中間期における株主配当金につきましては、１株当たり配当金を前年同期と同額の８円といたしました。当期末

の配当金につきましても、１株当たり配当金を前年同期と同額の８円にて取締役会決議をいたしております。これに

より、中間配当金を含めました当期の年間配当金は１６円となります。 

 次期の配当金につきましては、中間配当８円、期末配当８円の年間１６円を予定しております。 

  

  平成17年3月期 平成18年3月期 平成19年3月期 平成20年3月期 平成21年3月期 

自己資本比率（％）  42.8  44.6  45.3  44.0  42.9

時価ベースの自己資本比率

（％） 
 29.7  40.5  33.6  26.6  27.1

キャッシュ・フロー対有利子

負債比率（年） 
 6.6  5.4  21.2  5.3  9.5

インタレスト・カバレッジ・

レシオ（倍） 
 19.4  21.8  5.1  16.9  7.8



 当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、当社(遠州トラック株式会社)及び子会社８社並びに親会社である株式

会社住友倉庫により構成されており、一般貨物自動車運送事業、貨物運送取扱事業、倉庫事業、及び不動産事業によ

る総合物流事業を営んでおります。事業内容と事業の種類別セグメントとの事業区分は同一であり、当社及び関係会

社の当該事業にかかる位置付けは次のとおりであります。 

 以上の当社グループについて図示すると次のとおりであります。 

 
（注）１．平成20年４月に㈱中国遠州コーポレーションは北京遠州包装服務有限公司を設立しました。 

   ２．平成20年11月に㈱藤友物流サービスは北京外紅国際物流有限公司の出資持分を売却したため、同社は関連

会社でなくなりました。 

   ３．平成21年３月に㈱藤友物流サービスは㈱中国遠州コーポレーションへ青島遠州国際物流有限公司及び大連

遠州貨運有限公司の出資持分を売却しました。また、 ㈱中国遠州コーポレーションはこれに加え、両社に

追加出資をしたため、両社は子会社となりました。 

２．企業集団の状況

区分 内容 会社名 

物 

流 

事 

業 

一般貨物自動車運送事業 貨物運送 遠州トラック株式会社    株式会社藤友物流サービス 

遠州トラック関西株式会社  株式会社中国遠州コーポ 

              レーション  

上海遠州物流有限公司    青島佳天美遠州貿易有限公司 

青島遠州国際物流有限公司  北京遠州包装服務有限公司 

大連遠州貨運有限公司 

貨物運送取扱事業 貨物運送の取次 

倉庫事業 
荷物の保管・管理 

流通加工 

そ事 

の業 

他  

不動産事業 
土地建物の賃貸・

売買等 
遠州トラック株式会社 



(1）会社の経営の基本方針 

 当社グループは、顧客への高品質で安定した物流サービスの提供を常に心がけ、会社の安定成長を通じて社会に貢

献し、経営理念である“「心」心ある会社、心ある社員”の実現を図ってまいります。 

 この理念に基づき、物流専業者として技術、サービスの革新に努め、斬新な物流提案により顧客の物流業務の合理

化に寄与するとともに、これらのことにより企業価値を最大限高めること、また、常に効率を追及し、堅実経営を行

っていくことを経営方針としております。 

 こうした理念と方針のもと、株主や取引先をはじめとして社会から信頼される企業を目指して、事業活動に取り組

んでまいります。 

  

(2）目標とする経営指標 

 当社の目的とする指標は、経営実態を常に見極め、営業収益の伸長と利益の確保を念頭に、次のとおり目標達成を

目指しております。 

① 営業収益    年率８～10％の伸長 

② 利益確保    営業収益経常利益率８％、営業収益当期純利益率５％の確保 

③ 自己資本比率  早期50％達成 

以上を踏まえて株主資本利益率（ＲＯＥ）、総資本利益率（ＲＯＡ）の向上を目指してまいります。 

  

(3）中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題 

 当業界を取り巻く環境は、今年度の総貨物輸送量が10年連続の減少となることが確実視されるなど、依然厳しい状

況にあります。 

当社グループとしては、３ＰＬなど、物流業務の最適化提案を通じて新たな営業ステージの創出に取り組んでま

いります。具体的には、次期に稼働を予定しています生活協同組合連合会ユーコープ事業連合様の神奈川県厚木市に

おける要冷食品セット工場のセンター業務を早期に軌道に乗せ、当社の中核業務のひとつとしていく方針です。ま

た、当社グループとしては初となる東北地区での拠点開設、営業拡大を図ってまいります。 

一方、営業所や倉庫の集約を進め、組織・体制の再構築、業務運営のスリム化、システム化に取り組み、一段の

コスト削減、収益体質の強化に傾注してまいります。 

 管理面におきましては、数年来、業務統制の強化、コンプライアンスの推進、リスク管理体制の充実など、内部統

制システムの整備に努めてまいりましたが、さらにこれを推進し、コーポレート・ガバナンスの実効を上げてまいる

所存です。  

  

(4）内部管理体制の整備・運用状況 

 当該事項につきましては、コーポレート・ガバナンスに関する報告書の「内部統制システムに関する基本的な考え

方及びその整備状況」において記載しております。 

  

(5）その他、会社の経営上重要な事項 

 該当事項はありません。 

  

３．経営方針



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 893 1,098

受取手形及び売掛金 2,750 2,249

たな卸不動産等 289 －

販売用不動産 － 202

貯蔵品 － 10

未収還付法人税等 2 －

繰延税金資産 72 67

その他 230 221

貸倒引当金 △2 △2

流動資産合計 4,235 3,848

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 10,544 10,371

減価償却累計額 △5,032 △5,332

建物及び構築物（純額） ※3  5,511 ※3  5,039

機械装置及び運搬具 2,227 2,147

減価償却累計額 △1,897 △1,884

機械装置及び運搬具（純額） 329 263

土地 ※3  11,315 ※3  10,824

建設仮勘定 22 31

その他 258 242

減価償却累計額 △198 △182

その他（純額） 60 59

有形固定資産合計 17,238 16,217

無形固定資産 258 244

投資その他の資産   

投資有価証券 279 234

従業員に対する長期貸付金 2 1

長期貸付金 157 140

繰延税金資産 136 256

その他 ※1  1,095 ※1  1,077

貸倒引当金 △0 △0

投資その他の資産合計 1,671 1,711

固定資産合計 19,169 18,174

資産合計 23,404 22,022



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び営業未払金 1,885 1,376

短期借入金 ※3  4,689 ※3  5,552

未払法人税等 336 92

賞与引当金 100 99

その他 ※2  324 ※2  490

流動負債合計 7,337 7,612

固定負債   

長期借入金 ※3  5,052 ※3  4,293

退職給付引当金 222 233

負ののれん － 24

その他 314 280

固定負債合計 5,589 4,831

負債合計 12,926 12,443

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,284 1,284

資本剰余金 1,086 1,086

利益剰余金 7,929 7,194

自己株式 △59 △59

株主資本合計 10,240 9,505

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △4 △9

繰延ヘッジ損益 26 △40

為替換算調整勘定 24 0

評価・換算差額等合計 45 △49

少数株主持分 191 122

純資産合計 10,477 9,578

負債純資産合計 23,404 22,022



（２）連結損益計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業収益 18,995 18,516

営業原価 17,220 16,985

営業総利益 1,774 1,530

販売費及び一般管理費   

人件費 299 364

（内賞与引当金繰入額） 3 4

（内退職給付費用） 4 7

（内役員退職慰労引当金繰入額） 3 －

保険料 23 24

賃借料 14 14

支払手数料 65 43

その他 183 169

販売費及び一般管理費合計 587 617

営業利益 1,187 913

営業外収益   

受取利息 7 6

受取配当金 10 10

保険解約返戻金 － 28

その他 40 45

営業外収益合計 58 91

営業外費用   

支払利息 108 133

その他 10 19

営業外費用合計 118 152

経常利益 1,127 852

特別利益   

固定資産売却益 ※1  17 ※1  21

関係会社出資金売却益 － 12

特別利益合計 17 34

特別損失   

固定資産売却損 ※2  33 ※2  0

固定資産除却損 ※3  24 ※3  18

投資有価証券評価損 3 63

会員権処分損 11 －

賃料改定差額 27 －

たな卸資産評価損 － 16

減損損失 － ※4  1,059

和解金 － ※5  67

特別損失合計 101 1,224

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

1,044 △338

法人税、住民税及び事業税 462 316

法人税等調整額 27 △69

法人税等合計 489 246

少数株主利益 31 30

当期純利益又は当期純損失（△） 522 △615



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,284 1,284

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,284 1,284

資本剰余金   

前期末残高 1,086 1,086

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,086 1,086

利益剰余金   

前期末残高 7,513 7,929

当期変動額   

剰余金の配当 △119 △119

従業員福利奨励基金 △3 －

連結範囲の変動 15 －

当期純利益又は当期純損失（△） 522 △615

当期変動額合計 415 △734

当期末残高 7,929 7,194

自己株式   

前期末残高 △59 △59

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △59 △59

株主資本合計   

前期末残高 9,825 10,240

当期変動額   

剰余金の配当 △119 △119

従業員福利奨励基金 △3 －

連結範囲の変動 15 －

当期純利益又は当期純損失（△） 522 △615

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 415 △734

当期末残高 10,240 9,505



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 53 △4

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △57 △4

当期変動額合計 △57 △4

当期末残高 △4 △9

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △4 26

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 30 △67

当期変動額合計 30 △67

当期末残高 26 △40

為替換算調整勘定   

前期末残高 － 24

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 24 △23

当期変動額合計 24 △23

当期末残高 24 0

評価・換算差額等合計   

前期末残高 49 45

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3 △95

当期変動額合計 △3 △95

当期末残高 45 △49

少数株主持分   

前期末残高 45 191

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 145 △68

当期変動額合計 145 △68

当期末残高 191 122

純資産合計   

前期末残高 9,919 10,477

当期変動額   

剰余金の配当 △119 △119

従業員福利奨励基金 △3 －

連結範囲の変動 15 －

当期純利益又は当期純損失（△） 522 △615

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 142 △164

当期変動額合計 557 △899

当期末残高 10,477 9,578



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

1,044 △338

減価償却費 606 603

退職給付引当金の増減額（△は減少） 6 10

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △113 －

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △9 －

減損損失 － 1,059

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 －

受取利息及び受取配当金 △17 △17

支払利息 108 133

為替差損益（△は益） △4 12

投資有価証券評価損益（△は益） 3 63

関係会社出資金売却損益（△は益） － △12

会員権処分損 11 －

有形固定資産売却益 △17 －

有形固定資産売却損 33 －

有形固定資産除却損 5 17

無形固定資産除却損 19 －

有形固定資産売却損益（△は益） － △21

和解金 － 67

売上債権の増減額（△は増加） 141 488

たな卸資産の増減額（△は増加） 99 75

その他の資産の増減額（△は増加） △18 35

仕入債務の増減額（△は減少） 26 △500

未払消費税等の増減額（△は減少） △35 26

その他の負債の増減額（△は減少） 63 1

割引手形の増減額（△は減少） 4 －

その他 － 0

小計 1,956 1,706

利息及び配当金の受取額 17 17

利息の支払額 △108 △132

法人税等の支払額 △190 △558

法人税等の還付額 149 2

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,825 1,035



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △2,387 △631

有形固定資産の売却による収入 88 33

無形固定資産の取得による支出 △44 △21

投資有価証券の取得による支出 △18 △26

子会社株式の取得による支出 － △55

関係会社出資金の払込による支出 － △51

関係会社出資金の売却による収入 － 39

会員権の処分による収入 38 －

その他の支出 △214 △276

その他の収入 11 159

貸付けによる支出 △21 △40

貸付金の回収による収入 59 32

その他 － 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,489 △837

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 205 595

長期借入れによる収入 3,150 950

長期借入金の返済による支出 △2,655 △1,440

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △119 △119

少数株主への配当金の支払額 △11 △11

財務活動によるキャッシュ・フロー 568 △26

現金及び現金同等物に係る換算差額 6 △32

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △88 138

現金及び現金同等物の期首残高 725 802

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 165 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※  802 ※  941



 該当事項はありません。 

  

  

継続企業の前提に関する注記

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数 ４社 

主要な連結子会社の名称 

株式会社藤友物流サービス 

遠州トラック関西株式会社 

株式会社中国遠州コーポレーション 

上海遠州物流有限公司 

 上記のうち、上海遠州物流有限公司

については、重要性が増したため、当

連結会計年度より連結の範囲に含めて

おります。 

(1）連結子会社の数 ４社 

主要な連結子会社の名称 

株式会社藤友物流サービス 

遠州トラック関西株式会社 

株式会社中国遠州コーポレーション 

上海遠州物流有限公司 

  

  (2）主要な非連結子会社の名称等 

青島佳天美遠州貿易有限公司 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、小規模であり、総

資産、売上高、当期純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等は、いずれも連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないためであ

ります。 

 なお、青島佳天美遠州貿易有限公司

については、当連結会計年度において

新たに設立しました。 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

青島佳天美遠州貿易有限公司 

北京遠州包装服務有限公司  

青島遠州国際物流有限公司 

大連遠州貨運有限公司 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社はいずれも小規模であ

り、総資産、売上高、当期純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしていないた

めであります。 

 なお、北京遠州包装服務有限公司に

ついては、当連結会計年度において新

たに設立しました。青島遠州国際物流

有限公司及び大連遠州貨運有限公司に

ついては追加出資をした結果、当連結

会計年度末において子会社となりまし

た。 

２．持分法の適用に関する事

項 

 持分法を適用していない非連結子会社

（青島佳天美遠州貿易有限公司）及び関連

会社（青島遠州国際物流有限公司、北京外

紅国際物流有限公司及び大連遠州貨運有限

公司）は、それぞれ当期純損益及び利益剰

余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないため、持分法の適

用範囲から除外しております。 

 持分法を適用していない非連結子会社

（青島佳天美遠州貿易有限公司、北京遠州

包装服務有限公司、青島遠州国際物流有限

公司及び大連遠州貨運有限公司）は、それ

ぞれ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全体としても重要

性がないため、持分法の適用範囲から除外

しております。 

 なお、北京外紅国際物流有限公司につい

ては、当連結会計年度において出資金を売

却したため関連会社でなくなりました。 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社のうち上海遠州物流有限公司

の決算日は12月31日であります。 

 連結財務諸表の作成に当たっては、決算

日現在の財務諸表を使用しております。た

だし、連結決算日までの期間に発生した重

要な取引については、連結上必要な調整を

行っております。 

同左 



  

項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

  ②デリバティブ 

時価法 

②デリバティブ 

同左  

  ③たな卸資産 

販売用不動産 

個別法による原価法 

貯蔵品 

移動平均法による原価法 

③たな卸資産 

販売用不動産 

個別法による原価法（貸借対照表評価

額は収益性の低下に基づく簿価切り下げ

の方法により算定） 

貯蔵品 

移動平均法による原価法 

（会計方針の変更） 

 当連結会計年度より、「棚卸資産の評

価に関する会計基準」（企業会計基準第

９号 平成18年７月５日公表分）を適用

しております。 

 これにより、税金等調整前当期純損失

は、16百万円増加しております。  

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

①有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は、建物（建物

附属設備を除く。）は定額法、その他の有

形固定資産については定率法によっており

ます。また、在外連結子会社は定額法によ

っております。 

（会計方針の変更） 

 当社及び国内連結子会社は、法人税法の

改正に伴い、当連結会計年度より、平成19

年４月１日以降に取得した有形固定資産に

ついて、改正後の法人税法に基づく減価償

却の方法に変更しております。 

 これにより営業利益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益は、それぞれ13百万円

減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

 当社及び国内連結子会社は、建物（建物

附属設備を除く。）は定額法、その他の有

形固定資産については定率法によっており

ます。また、在外連結子会社は定額法によ

っております。 



  

項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

  （追加情報） 

 当社及び国内連結子会社は、法人税法改

正に伴い、平成19年３月31日以前に取得し

た有形固定資産については、改正前の法人

税法に基づく減価償却の方法の適用により

取得価額の５％に到達した連結会計年度の

翌連結会計年度より、取得価額の５％相当

額と備忘価額との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて計上してお

ります。 

 これにより営業利益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益が、それぞれ12百万円

減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。 

  ②無形固定資産 

 定額法を採用しております。なお、ソフ

トウエア（自社利用）については、社内に

おける見込利用可能期間（５年以内）に基

づく定額法によっております。 

②無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

①貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。 

①貸倒引当金 

同左 

  ②賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に充

てるため、支給見込額のうち当連結会計年

度の負担額を計上しております。 

②賞与引当金 

同左 

  ③退職給付引当金 

 従業員及び当社の執行役員の退職給付に

備えるため、当社及び一部の連結子会社は

当連結会計年度末における退職給付債務の

見込額（執行役員部分については、内規に

基づく当連結会計年度末要支給額）に基づ

き計上しております。 

 なお、数理計算上の差異については、各

連結会計年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（３年）

による定額法により按分した額を、それぞ

れ発生の翌連結会計年度から費用処理する

こととしております。 

③退職給付引当金 

同左  



  

項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

  ④役員退職慰労引当金 

（追加情報） 

 当社は、従来、役員退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく連結会計年度末

要支給額を計上しておりましたが、平成19

年６月21日開催の定時株主総会の日をもっ

て役員退職慰労金制度を廃止し打ち切り支

給することを決議したため、役員退職慰労

引当金は、退任時まで固定負債「その他固

定負債」に含めて計上しております。 

④役員退職慰労引当金 

────── 

(4）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への換

算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

同左 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

────── 

(6）重要なヘッジ会計の方

法 

①ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しております。 

 また、金利スワップについて特例処理の

条件を充たしている場合には特例処理を採

用しております。 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針 

 主として当社内規に基づき、金利変動リ

スク、為替相場変動リスク及び燃料価格変

動リスクをヘッジしております。 

 当連結会計年度にヘッジ会計を適用した

ヘッジ対象とヘッジ手段は以下のとおりで

あります。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針 

同左 

  イ．ヘッジ手段 － 金利スワップ 

ヘッジ対象 － 借入金 

  

  ロ．ヘッジ手段 － 為替予約 

ヘッジ対象 － 外貨建債権債務 

  

  ハ．ヘッジ手段 － 原油アベレージス

ワップ 

ヘッジ対象 － 燃料価格 

  

  ③ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・

フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動

又はキャッシュ・フロー変動の累計を比較

し、その変動額の比率によって有効性を評

価しております。 

 ただし、特例処理によっている金利スワ

ップについては、有効性の評価を省略して

おります。 

③ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(7）消費税等の会計処理の

方法 

 税抜方式によっております。 同左 



  

  

項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

同左 

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

 のれんの償却については、５年間の定額

法により償却を行っております。 

同左 

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

 連結キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期投資から

なっております。 

同左 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

────── （リース取引に関する会計基準） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当連結会計年度より「リース取引に関す

る会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日

本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30

日改正））を適用し、通常の売買取引に準じた会計処理

によっております。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用してお

ります。 

 これによる損益への影響はありません。  



  

  

表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

────── 

  

  

（連結貸借対照表） 

 「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣府

令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度にお

いて、「たな卸不動産等」として掲記されていたものは、

当連結会計年度から「販売用不動産」「貯蔵品」に区分掲

記しております。なお、前連結会計年度の「たな卸不動産

等」に含まれる「販売用不動産」「貯蔵品」は、それぞれ

277百万円、11百万円であります。  

（連結損益計算書） 

１．前連結会計年度まで販売費及び一般管理費の「その

他」に含めて表示しておりました「支払手数料」は、当

連結会計年度において、販売費及び一般管理費の総額の

100分の10を超えたため、区分掲記しました。 

 なお、前連結会計年度における「支払手数料」は33百

万円であります。 

────── 

２．「受取利息」及び「受取配当金」については、従来、

「受取利息及び配当金」として表示しておりましたが、

当連結会計年度よりそれぞれ区分して表示しておりま

す。 

 なお、前連結会計年度の「受取利息及び配当金」に含

まれている受取利息は６百万円、受取配当金は23百万円

であります。 

────── （連結キャッシュ・フロー計算書） 

１．前連結会計年度において、「有形固定資産売却益」

「有形固定資産売却損」に区分掲記されていたものは、

ＥＤＩＮＥＴへのＸＢＲＬ導入に伴い連結財務諸表の比

較可能性を向上するため、当連結会計年度より「有形固

定資産売却損益」として掲記しております。なお、当連

結会計年度に含まれる「有形固定資産売却益」「有形固

定資産売却損」は、それぞれ△21百万円、0百万円であ

ります。  

２．営業活動によるキャッシュ・フローの「貸倒引当金の

増減額」は、金額的重要性が乏しいため「その他」に含

めております。 

  なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている

「貸倒引当金の増減額」は、△０百万円であります。 

３．営業活動によるキャッシュ・フローの「無形固定資産

除却損」は、金額的重要性が乏しいため「その他」に含

めております。 

  なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている

「無形固定資産除却損」は、１百万円であります。 



  

  

注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。 

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。 

その他投資（出資金）   154百万円 その他投資（出資金）      179百万円

※２．未払消費税等は、流動負債の「その他流動負債」に

含めて表示しております。 

※２．         同左             

※３．担保に供している資産及びこれに対応する債務は次

のとおりであります。 

※３．担保に供している資産及びこれに対応する債務は次

のとおりであります。 

イ）担保に供している資産 イ）担保に供している資産 

建物 2,868百万円

土地 7,236 

計 10,104 

建物      2,629百万円

土地      7,153 

計       9,782 

ロ）上記に対する債務 ロ）上記に対する債務 

短期借入金 2,850百万円

一年内返済予定長期借入金 1,289 

長期借入金 3,726 

計 7,865 

（根抵当権の極度額） （9,143） 

短期借入金      3,390百万円

一年内返済予定長期借入金      1,494 

長期借入金      3,023 

計      7,907 

（根抵当権の極度額） （9,143） 

上記の建物のうち41百万円及び土地のうち366百万

円は取引先の銀行借入金に対する第三者担保提供であ

ります。 

上記の建物のうち88百万円及び土地のうち704百万

円は取引先の銀行借入金に対する第三者担保提供であ

ります。 

４．受取手形割引高 百万円58 ４．受取手形割引高 百万円199

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

※１．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※１．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

建物及び構築物      3百万円

機械装置及び運搬具   13 

計   17 

建物及び構築物       17百万円

機械装置及び運搬具  4 

計  21 

※２．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 ※２．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

建物及び構築物    8百万円

土地   25 

その他      0 

計 33 

機械装置及び運搬具     0百万円

その他   0 

計  0 

※３．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※３．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

無形固定資産 19百万円

その他 5 

計 24 

建物及び構築物 12百万円

機械装置及び運搬具 2      

無形固定資産 1       

その他 2      

計 18 



  

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

────── ※４．減損損失 

   当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しました。 

 当社グループは、物流事業については地域別に、ま

た、不動産事業及び遊休資産については個別物件ごと

にグルーピングを行っております。 

 当連結会計年度において、物流事業のうち地価が下

落し、収益性が低下した資産グループについて、帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額（992百

万円）を特別損失に計上しました。その内訳は、建物

208百万円、土地784百万円であります。 

 また、地価の下落した遊休資産について、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額（67百万円）

を特別損失に計上しました。その内訳は、全額土地で

あります。 

 なお、物流事業における資産グループの回収可能価

額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・

フローを3.15％で割り引いて算定しております。遊休

資産の回収可能価額は正味売却価額により測定してお

り、その評価額は不動産鑑定評価額等に基づき算定し

ております。 

場所 用途 種類 
減損損失 

（百万円）

 埼玉県春日

部市 
物流 

 建物及び 

土地 
634 

 埼玉県南埼

玉郡白岡町
物流 

建物及び 

土地 
 357 

 静岡県袋井

市 
遊休資産 土地  24 

 静岡県菊川

市 
遊休資産 土地  2 

 福島県西白

河郡西郷村
遊休資産 土地  39 

────── ※５．和解金 

   就労中の事故に関し元従業員の遺族に対して支払っ

た和解金であります。 



前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加20株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  7,546,000  －  －  7,546,000

合計  7,546,000  －  －  7,546,000

自己株式         

普通株式 （注）  84,575  20  －  84,595

合計  84,575  20  －  84,595

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年5月14日 

取締役会 
普通株式  59  8.00 平成19年3月31日 平成19年6月22日 

平成19年11月13日 

取締役会 
普通株式  59  8.00 平成19年9月30日 平成19年12月10日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成20年5月12日 

取締役会 
普通株式  59 利益剰余金  8.00 平成20年3月31日 平成20年6月25日



当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加169株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

  

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  7,546,000  －  －  7,546,000

合計  7,546,000  －  －  7,546,000

自己株式         

普通株式 （注）  84,595  169  －  84,764

合計  84,595  169  －  84,764

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成20年5月12日 

取締役会 
普通株式  59  8.00 平成20年3月31日 平成20年6月25日 

平成20年11月7日 

取締役会 
普通株式  59  8.00 平成20年9月30日 平成20年12月10日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成21年5月11日 

取締役会 
普通株式  59 利益剰余金  8.00 平成21年3月31日 平成21年6月24日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成20年３月31日現在） （平成21年３月31日現在）

  

現金及び預金勘定 893百万円

預入期間が３か月を超える

定期預金 
 △91

現金及び現金同等物  802

現金及び預金勘定    1,098百万円

預入期間が３か月を超える

定期預金 
 △156

現金及び現金同等物  941



  

（リース取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

  

  

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

１．所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リー

ス取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によって

おり、その内容は次のとおりであります。 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

建物及び構築
物 

 1,652  22  1,629

機械装置及び
運搬具 

 1,059  330  728

その他有形固
定資産 

 104  52  52

合計  2,816  406  2,410

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

建物及び構築
物 

 1,652  105  1,546

機械装置及び
運搬具 

 751  265  486

その他有形固
定資産 

 72  31  41

合計  2,476  401  2,075

（注）従来、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が、有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しておりました

が、当連結会計年度より一部のリース物件について

その割合が増したため、一部支払利子抜き法により

算定しております。 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が、

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い一部

について支払利子込み法により算定しております。

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内      百万円237

１年超  2,180

合計  2,418

１年内        百万円192

１年超  1,929

合計  2,121

（注）従来、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が、有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により算定

しておりましたが、当連結会計年度より一部のリー

ス物件についてその割合が増したため、一部支払利

子抜き法により算定しております。 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が、有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低い一部について支払利子込み法により算定

しております。 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 百万円210

減価償却費相当額  191

支払利息相当額  28

支払リース料     百万円309

減価償却費相当額  246

支払利息相当額  100

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

(5）利息相当額の算定方法 

 一部のリース物件について、リース料総額とリース

物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっております。

(5）利息相当額の算定方法 

同左 



  

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 百万円16

１年超  316

合計  332

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内    百万円96

１年超  536

合計  633

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

（減損損失について） 

同左 



 該当事項はありません。 

  

（企業結合等） 

 該当事項はありません。  

  

  

（ストック・オプション等関係）

（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

繰延税金資産   

退職給付引当金 百万円87

賞与引当金  39

一括償却資産限度超過額  2

減損損失  27

減価償却超過額  6

会員権評価損  5

未払事業税  26

未払社会保険料  4

投資有価証券評価損  60

繰延ヘッジ損益  18

その他  47

繰延税金資産小計  326

評価性引当額  △83

繰延税金資産合計  243

繰延税金負債   

繰延ヘッジ損益  △34

その他  △0

繰延税金負債合計  △34

繰延税金資産の純額  208

繰延税金資産   

退職給付引当金    百万円91

賞与引当金  39

減損損失  440

減価償却超過額  10

会員権評価損  5

未払事業税  8

投資有価証券評価損  62

その他  84

繰延税金資産小計  742

評価性引当額  △418

繰延税金資産合計  324

繰延税金負債   

その他  △0

繰延税金負債合計  △0

繰延税金資産の純額  324

（注）繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の

項目に含まれております。 

（注）繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の

項目に含まれております。 

流動資産－繰延税金資産 百万円72

固定資産－繰延税金資産  136

流動資産－繰延税金資産    百万円67

固定資産－繰延税金資産  256

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

法定実効税率 ％39.0

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
 1.9

法人住民税均等割  1.9

繰延税金資産に係る評価性引当  4.3

その他  △0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率  46.9

当連結会計年度は税金等調整前当期純損失を計上して

いるため、記載しておりません。  
  



前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．主な事業区分は次のとおりであります。 

(1）物流事業  一般貨物自動車運送事業・貨物運送取扱事業・倉庫事業 

(2）その他事業 不動産業 

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  
物流事業 
（百万円） 

その他事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 営業収益及び営業利益           

営業収益           

(1) 外部顧客に対する営業収益  18,740  254  18,995  －  18,995

(2）セグメント間の内部営業収

益又は振替高 
 －  －  － (－)  －

計  18,740  254  18,995 (－)  18,995

営業費用  17,181  164  17,346  461  17,807

営業利益  1,558  90  1,649 (461)  1,187

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的

支出 
          

資産  16,996  2,260  19,256  4,147  23,404

減価償却費  577  15  592  13  606

資本的支出  785  1  787  1,675  2,462

  
物流事業 
（百万円） 

その他事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 営業収益及び営業利益           

営業収益           

(1) 外部顧客に対する営業収益  18,305  211  18,516  －  18,516

(2）セグメント間の内部営業収

益又は振替高 
 －  －  － (－)  －

計  18,305  211  18,516 (－)  18,516

営業費用  17,001  115  17,117  485  17,603

営業利益  1,303  95  1,398 (485)  913

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出 
          

資産  15,851  2,144  17,996  4,026  22,022

減価償却費  572  14  587  16  603

減損損失  992  26  1,018  40  1,059

資本的支出  614  －  614  56  670



３．「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は以下のとおりであります。 

４．会計方針の変更 

（前連結会計年度） 

有形固定資産の減価償却の方法の変更 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４.（２）①「会計方針の変更」に記載のとおり、

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。この変更に伴

い、従来の方法によった場合に比べて、営業費用は「物流事業」で13百万円、「消去又は全社」で０百万円

それぞれ増加し、営業利益がそれぞれ同額減少しております。 

５．追加情報 

（前連結会計年度） 

有形固定資産の減価償却の方法 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４.（２）①「追加情報」に記載のとおり、当社及

び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産については、

改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会

計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて

計上しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業費用は「物流事業」で11百万

円、「その他事業」で０百万円、「消去又は全社」で０百万円それぞれ増加し、営業利益がそれぞれ同額減

少しております。 

  

前連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日）及び当連結会計年度（自平成20年４月１日 至

平成21年３月31日） 

 本邦の営業収益及び資産の金額は、全セグメントの営業収益の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に

占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日）及び当連結会計年度（自平成20年４月１日 至

平成21年３月31日） 

 海外営業収益は、いずれも連結営業収益の10％未満のため記載を省略しております。 

  

  
前連結会計年度 
（百万円） 

当連結会計年度 
（百万円） 

主な内容 

消去又は全社の項目に

含めた配賦不能営業費

用の金額 

 461  485
提出会社の総務・経理部門等の管理

部門に係る費用 

消去又は全社の項目に

含めた全社資産の金額 
 4,147  4,026

提出会社における現金及び有価証

券、投資有価証券及び管理部門に係

る資産等 

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外営業収益



前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

（1）親会社及び法人主要株主等 

（2）役員及び個人主要株主等 

 （注）１．取引金額には消費税は含まれておりません。 

２．他社より入手した見積りと比較の上、一般的取引条件と同様に決定しております。 

３．近隣の地代を参考にした価格によっております。 

４．当社取締役豊田慶造の近親者が100.0％を直接所有しております。 

５．保険会社の料率に準じて決定しております。 

６．当社取締役豊田慶造及びその近親者が100.0％を直接所有する会社の子会社であります。 

７．価格交渉の上、一般的取引条件と同様に決定しております。 

８．当社執行役員豊田重雄及びその近親者が82.8％を直接所有しております。 

  

（関連当事者情報）

属性 会社等の名
称 住所 

資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)
役員の
兼任等
（人）

事業上の関
係 

親会社 ㈱住友倉庫 
大阪市 

西区 
 21,822 倉庫業 

(被所有) 

直接 60.7
－ 倉庫の賃借

賃借料の支

払（注）2 
 48

その他流動

資産 
14

未経過リー

ス料期末残

高相当額 

 1,712 － －

支払利息相

当額 
 29 － －

属性 会社等の名
称 住所 

資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)
役員の
兼任等
（人）

事業上の関
係 

役員及びそ

の近親者 

豊田 令子 

（当社執行

役員豊田重

雄の母） 

－  － － 
(被所有) 

直接  0.0
 － － 

賃借料の支

払(注)3 
 4 － －

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を所有

している会

社等（当該

会社等の子

会社を含

む） 

㈱袋井保険

サービス

(注)4 

静岡県

袋井市 
 10

保険代理

業 

(被所有) 

直接  0.2
－ － 

保険料の支

払(注)5 
 101 － －

中津運送㈲

(注)6 

大分県

中津市 
 25 運送業 － － 

陸上運送及

び倉庫業務

の委託 

運送料の支

払(注)7 
 123

営業未払金 29
倉庫料の支

払(注)7 
 94

豊田建材㈱

(注)8 

静岡県

袋井市 
 40

建築材料

及び日用

品の販売

(被所有) 

直接  0.0
 － 倉庫の賃借

賃借料の支

払(注)3 
 1 － －



当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

  

（追加情報） 

 当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号 平成18年10月17日）及び「関

連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準第13号 平成18年10月17日）を適用しております。 

 なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。 

  

１．関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引  

 （1）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

（2）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

 （注）１．取引金額には消費税は含まれておりません。 

２．他社より入手した見積りと比較の上、一般的取引条件と同様に決定しております。 

３．当社取締役豊田慶造の近親者が100.0％を直接所有しております。 

４．保険会社の料率に準じて決定しております。 

５．当社取締役豊田慶造及びその近親者が100.0％を直接所有する会社の子会社であります。 

６．価格交渉の上、一般的取引条件と同様に決定しております。 

   

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

親会社情報  

株式会社住友倉庫（東京証券取引所、大阪証券取引所に上場） 

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合（％） 

関連当事者
との関係 取引の内容

取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円) 

親会社 ㈱住友倉庫 
大阪市

西区 
 21,822 倉庫業 

(被所有)  

直接 60.7 
倉庫の賃貸

支払リース料

（注）2 
 172

その他流動

資産 
15

未経過リース

料期末残高相

当額 

 1,664 － －

支払利息相当

額 
 104 － －

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合（％） 

関連当事者
との関係  取引の内容

取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円) 

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を所有

している会

社等（当該

会社等の子

会社を含

む） 

㈱袋井保険

サービス

(注)3 

静岡県

袋井市 
 10 保険代理業

(被所有) 

直接  0.2 

保険契約の

委託 

保険料の支払

(注)4 
 104 － －

中津運送㈲

(注)5 

大分県

中津市 
 25 運送業  － 

陸上運送及

び倉庫業務

の委託 

運送料の支払

(注)6 
 115

営業未払金  15

倉庫料の支払

(注)6  
 78



  

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 該当事項はありません。 

  

 （開示の省略） 

   有価証券、デリバティブ取引、退職給付に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくな

いと考えられるため開示を省略します。  

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,378円64銭

１株当たり当期純利益 70円05銭

１株当たり純資産額     1,267円36銭

１株当たり当期純損失   △82円46銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

  
前連結会計年度 

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

当期純利益又は当期純損失（△）（百万円）  522  △615

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

（△）（百万円） 
 522  △615

期中平均株式数（株）  7,461,412  7,461,287

（重要な後発事象）



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 484 534

受取手形 231 188

売掛金 2,125 1,737

販売用不動産 277 202

貯蔵品 11 10

前払費用 129 122

繰延税金資産 60 57

その他 71 45

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 3,392 2,898

固定資産   

有形固定資産   

建物 8,982 8,806

減価償却累計額 △4,122 △4,376

建物（純額） 4,860 4,429

構築物 998 1,005

減価償却累計額 △768 △794

構築物（純額） 229 210

機械及び装置 25 21

減価償却累計額 △17 △16

機械及び装置（純額） 7 5

車両運搬具 1,938 1,825

減価償却累計額 △1,728 △1,670

車両運搬具（純額） 210 154

工具、器具及び備品 239 227

減価償却累計額 △187 △173

工具、器具及び備品（純額） 51 53

土地 11,203 10,712

建設仮勘定 22 30

有形固定資産合計 16,585 15,597

無形固定資産   

借地権 103 103

電話加入権 23 23

ソフトウエア 127 106

ソフトウエア仮勘定 － 4

施設利用権 1 3

無形固定資産合計 255 240



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 279 229

関係会社株式 159 214

出資金 4 4

長期貸付金 157 137

従業員に対する長期貸付金 2 1

長期前払費用 2 1

繰延税金資産 111 236

敷金及び保証金 350 419

保険積立金 368 399

その他 196 54

貸倒引当金 △0 △0

投資その他の資産合計 1,633 1,701

固定資産合計 18,474 17,539

資産合計 21,867 20,438

負債の部   

流動負債   

支払手形 17 16

営業未払金 1,484 986

短期借入金 3,100 3,670

1年内返済予定の長期借入金 1,324 1,599

未払金 22 133

未払費用 123 122

未払法人税等 304 56

未払消費税等 32 56

預り金 7 13

前受収益 28 26

賞与引当金 81 81

設備関係支払手形 16 17

その他 17 54

流動負債合計 6,560 6,836

固定負債   

長期借入金 4,867 4,059

長期未払金 99 86

退職給付引当金 207 217

長期預り保証金 169 164

固定負債合計 5,343 4,528

負債合計 11,904 11,364



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,284 1,284

資本剰余金   

資本準備金 1,070 1,070

その他資本剰余金 15 15

資本剰余金合計 1,086 1,086

利益剰余金   

利益準備金 90 90

その他利益剰余金   

別途積立金 6,798 6,798

繰越利益剰余金 711 △97

利益剰余金合計 7,601 6,792

自己株式 △59 △59

株主資本合計 9,913 9,103

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △4 △7

繰延ヘッジ損益 53 △23

評価・換算差額等合計 49 △30

純資産合計 9,962 9,073

負債純資産合計 21,867 20,438



（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業収益   

運送収入 10,539 9,903

倉庫収入 5,141 4,721

不動産収入 254 211

営業収益合計 ※1  15,935 ※1  14,835

営業原価 ※2  14,455 ※2  13,595

営業総利益 1,479 1,239

販売費及び一般管理費   

広告宣伝費 3 1

役員報酬 113 128

給料及び手当 81 108

賞与引当金繰入額 2 3

退職給付費用 4 7

役員退職慰労引当金繰入額 3 －

福利厚生費 18 23

事業税 20 19

租税公課 28 4

賃借料 11 10

光熱費及び消耗品費 8 7

保険料 22 24

減価償却費 13 16

支払手数料 60 39

顧問料 24 34

その他 41 57

販売費及び一般管理費合計 ※2  461 ※2  485

営業利益 1,017 753

営業外収益   

受取利息 4 4

受取配当金 ※1  8 ※1  8

保険解約返戻金 － 28

その他 30 32

営業外収益合計 43 73

営業外費用   

支払利息 101 126

その他 8 8

営業外費用合計 109 135

経常利益 952 692

特別利益   

固定資産売却益 ※3  15 ※3  20

特別利益合計 15 20



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

特別損失   

固定資産除却損 ※4  24 ※4  18

固定資産売却損 ※5  33 ※5  0

投資有価証券評価損 3 63

会員権処分損 11 －

賃料改定差額 27 －

たな卸資産評価損 － 16

減損損失 － ※6  1,059

和解金 － ※7  67

特別損失合計 100 1,224

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 867 △511

法人税、住民税及び事業税 400 247

法人税等調整額 31 △70

法人税等合計 431 177

当期純利益又は当期純損失（△） 435 △689



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,284 1,284

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,284 1,284

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 1,070 1,070

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,070 1,070

その他資本剰余金   

前期末残高 15 15

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 15 15

資本剰余金合計   

前期末残高 1,086 1,086

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,086 1,086

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 90 90

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 90 90

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 6,798 6,798

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 6,798 6,798

繰越利益剰余金   

前期末残高 395 711

当期変動額   

剰余金の配当 △119 △119

当期純利益又は当期純損失（△） 435 △689

当期変動額合計 316 △808

当期末残高 711 △97

利益剰余金合計   

前期末残高 7,285 7,601

当期変動額   

剰余金の配当 △119 △119



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当期純利益又は当期純損失（△） 435 △689

当期変動額合計 316 △808

当期末残高 7,601 6,792

自己株式   

前期末残高 △59 △59

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △59 △59

株主資本合計   

前期末残高 9,596 9,913

当期変動額   

剰余金の配当 △119 △119

当期純利益又は当期純損失（△） 435 △689

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 316 △809

当期末残高 9,913 9,103

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 53 △4

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △57 △2

当期変動額合計 △57 △2

当期末残高 △4 △7

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 2 53

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 51 △76

当期変動額合計 51 △76

当期末残高 53 △23

評価・換算差額等合計   

前期末残高 55 49

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △6 △79

当期変動額合計 △6 △79

当期末残高 49 △30

純資産合計   

前期末残高 9,652 9,962

当期変動額   

剰余金の配当 △119 △119

当期純利益又は当期純損失（△） 435 △689

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △6 △79

当期変動額合計 309 △888

当期末残高 9,962 9,073



 該当事項はありません。 

  

   

  

継続企業の前提に関する注記

会計方針の変更

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

────── （リース取引に関する会計基準） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当事業年度より「リース取引に関する会

計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企

業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及

び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会

計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））を適用し、通常の売買取引に準じた会計処理によ

っております。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用してお

ります。 

 これによる損益への影響はありません。  

表示方法の変更

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

（損益計算書） 

  前事業年度まで販売費及び一般管理費の「その他」に

含めて表示しておりました「顧問料」は、販売費及び一

般管理費の総額の100分の５を超えたため、区分掲記し

ました。 

 なお、前事業年度における「顧問料」は21百万円であ

ります。 

────── 



  

注記事項

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

※１．関係会社との取引に関するものが次のとおり含まれ

ております。 

※１．関係会社との取引に関するものが次のとおり含まれ

ております。 

営業収益 61百万円

受取配当金 4 

営業収益 69百万円

受取配当金  4 

※２．関係会社との取引に関するものが次のとおり含まれ

ております。 

※２．関係会社との取引に関するものが次のとおり含まれ

ております。 

営業原価 780百万円

販売費及び一般管理費 16 

営業原価   763百万円

販売費及び一般管理費  22 

※３．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※３．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

建物 3百万円

車両運搬具 11 

計  15 

建物  16百万円

車両運搬具  3 

計  20 

※４．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※４．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

工具器具備品 3百万円

借地権 19 

その他 1 

計 24 

建物  12百万円

工具器具備品  2 

車輌運搬具  1 

ソフトウェア  1 

その他  0 

計 18 

※５．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 ※５．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 8百万円

土地 25 

その他 0 

計 33 

車輌運搬具 0百万円

その他  0 

       計  0 

    



  

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

────── ※６．減損損失 

   当事業年度において、以下の資産グループについて

減損損失を計上しました。 

 当社は、物流事業については地域別に、また、不動

産事業及び遊休資産については個別物件ごとにグルー

ピングを行っております。 

 当事業年度において、物流事業のうち地価が下落

し、収益性が低下した資産グループについて、帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額（992百万

円）を特別損失に計上しました。その内訳は、建物

208百万円、土地784百万円であります。 

 また、地価の下落した遊休資産について、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額（67百万円）

を特別損失に計上しました。その内訳は、全額土地で

あります。 

 なお、物流事業における資産グループの回収可能価

額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・

フローを3.15％で割り引いて算定しております。遊休

資産の回収可能価額は正味売却価額により測定してお

り、その評価額は不動産鑑定評価額等に基づき算定し

ております。 

場所 用途 種類 
減損損失 

（百万円）

 埼玉県春日

部市 
物流 

 建物及び 

土地 
634 

 埼玉県南埼

玉郡白岡町
物流 

建物及び 

土地 
 357 

 静岡県袋井

市 
遊休資産 土地  24 

 静岡県菊川

市 
遊休資産 土地  2 

 福島県西白

河郡西郷村
遊休資産 土地  39 

────── ※７．和解金 

   就労中の事故に関し元従業員の遺族に対して支払っ

た和解金であります。 



  

（リース取引関係）

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

  

  

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

１．所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リー

ス取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によって

おり、その内容は次のとおりであります。 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

建物  1,471  20  1,451

構築物  329  16  313

機械装置  118  1  116

車両運搬具  618  108  509

工具器具備品  87  40  46

合計  2,625  188  2,437

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

建物  1,471  94  1,377

構築物  317  20  297

機械装置  118  7  110

車両運搬具  488  177  310

工具器具備品  61  22  38

合計  2,457  322  2,135

（注）従来、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が、有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しておりました

が、当事業年度より一部のリース物件についてその

割合が増したため、一部支払利子抜き法により算定

しております。 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が、

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い一部

について支払利子込み法により算定しております。

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内    百万円198

１年超 百万円2,246

合計 百万円2,444

１年内       百万円169

１年超      百万円2,007

合計      百万円2,176

（注）従来、未経過リース料期末残高相当額は、未経

過リース料期末残高が、有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しておりましたが、当事業年度より一部の

リース物件についてその割合が増したため、一部

支払利子抜き法により算定しております。 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が、有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低い一部について支払利子込み法によ

り算定しております。 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 百万円143

減価償却費相当額 百万円126

支払利息相当額 百万円25

支払リース料     百万円260

減価償却費相当額     百万円204

支払利息相当額    百万円89

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定

額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 一部のリース物件について、リース料総額とリース

物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっております。

(5）利息相当額の算定方法 

同左 



  

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 百万円16

１年超  316

合計  332

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内    百万円96

１年超  536

合計  633

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

（減損損失について） 

同左 



  

（税効果会計関係）

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

繰延税金資産   

退職給付引当金 百万円80

賞与引当金  31

一括償却資産限度超過額  2

減損損失  27

減価償却超過額  6

会員権評価損  5

未払事業税  23

未払社会保険料  3

投資有価証券評価損  60

その他  47

繰延税金資産小計  290

評価性引当額  △83

繰延税金資産合計  207

繰延税金負債   

繰延ヘッジ損益  △34

その他  △0

繰延税金負債合計  △34

繰延税金資産の純額  172

繰延税金資産   

退職給付引当金    百万円84

賞与引当金  31

減損損失  440

減価償却超過額  10

会員権評価損  5

未払事業税  6

投資有価証券評価損  62

その他  70

繰延税金資産小計  712

評価性引当額  △418

繰延税金資産合計  294

繰延税金負債   

その他  △0

繰延税金負債合計  △0

繰延税金資産の純額  294

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

法定実効税率 ％ 39.0

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
 2.1

法人住民税均等割  2.2

繰延税金資産に係る評価性引当  5.2

その他  1.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率  49.8

当事業年度は税引前当期純損失を計上しているため、

記載しておりません。  
  



(1）役員の異動 

 未定であります。 

  

  

(2）その他 

 該当事項はありません。 

  

  

６．その他
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